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１. はじめに 
本報では食品工場のエネルギー消費実態に基づき、水素エネ

ルギー利用システム（以下、水素システム）の導入シミュレー

ションを行い、生産量に応じて変化する熱需要を考慮した設備

構成と運用方法を明らかにすることを目的とする。 

 

２. 水素エネルギー利用システム 
図1に、本報で検討する水素システムの設備構成とエネルギ

ーフローを示す。PV余剰電力をWEに供給して水素を製造し、

MHに貯蔵する。建物の電力・熱需要に対してPV電力が不足

する場合、MHの水素をFCとHBに投入し、電力と熱を供給

する。補助熱源として都市ガス利用SBを設定した。 
 

３. 食品工場のエネルギー消費量 
３.１ 建物概要 
表1に建物概要と設備機器、図2に現状エネルギーフローを

示す。本工場は関西エリアに立地しており、2023年10月から

2024 年 9 月の１年間の電力・都市ガス消費量の時間変動を把

握した。電力は高圧受電し一般電灯、一般動力、生産動力に分

配する。都市ガスは蒸気ボイラーと給湯器に供給、蒸気は製造

プロセスと暖房に利用される。 
３.２ エネルギー消費量の変動 
図3に一次エネルギー消費量の年間変動（日別）を示す。一

次換算係数には電力9.76MJ/kWh、都市ガス45MJ/m3を用い、

給湯器の都市ガス消費量は含まない。一次エネルギー消費量は

冬期と夏期にピークを有し、原単位は3266MJ/m2・年である。

図4に中間期（5月）代表日の電力・熱消費量時刻変動を示す。

生産のない休業日に熱消費量は生じず、電力消費量150kWh/h
が継続的に認められる。稼働日では 7-19 時において電力消費

量が最大250kWh/h、熱消費量が最大2700MJ/hであった。 
３.３ PV発電量と電力・熱消費量 

前章のエネルギー消費量を持つ工場への水素システム導入

に向け、PV定格出力1000・2000・3000kWとして検討する。
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図1 水素エネルギー利用システム 
表1 建物概要及び設備機器一覧 

図2 現状のエネルギーフロー 

図4 中間期（5月）代表日の電力・熱消費量時刻変動 

図3 一次エネルギー消費量の年間変動 



 

 

対象建物の建築面積と敷地面積を考慮して2000kWを基準と

する。電力消費量に加えて熱消費量への対応も踏まえ、HB熱

供給時に必要な水素量を製造する場合のWE電力消費量（以

下、BPH）を考慮する。水素の発熱量10.78MJ/Nm3を用い、

BPHは式（1）で算出した。 

BPH	(kWh) =
熱消費量	(MJ)
10.78	(MJ Nm³⁄ ) × 5	

(kWh Nm³⁄ )		 (1) 

図 5 に代表月における日別の PV発電量 1)、電力消費量、

BPH の関係を示す。12 月の PV発電量は小さく、3000kW
の場合でも、電力消費量とBPHの合計より小さい日が多い。

5月は2000kWで月の半数、3000kWでは大部分の日で電力

消費量とBPHの合計を上回る発電量となる。 
図6 に年間月別のPV 余剰電力量（PV発電量-電力消費量

の値、BPH は考慮しない）とBPH の関係を示す。PV 定格

出力が1000kWの場合、図5（ⅱ）に示した休業日の余剰電

力は生じても、月ごとに集約すると年間を通して余剰電力量

はBPHより小さい。2000kWの場合は5,6,8,10月、3000kW
の場合は3-10月でBPHを賄うことが可能となり、さらなる

余剰電力を水素として貯蔵し11月以降に利用すれば、長期間

の水素貯蔵を含むシステム運用となる。 
３.４ PV余剰電力量の発生頻度  
図7にPV定格出力2000kW時のPV余剰電力量の頻度分

布を示す。PV 余剰電力量の最大値は 1637kWh/h であるが、

1500kWh/h を超える時間は少なく、累積相対度数は 750-
1000kWh/hで80%以上、500-750kWh/hで約70%になる。

WE定格出力1637kW以上ではPV発電量の多い中間期、夏

期の余剰電力を全て水素製造に利用し売電抑制が可能である

が、通年での稼働率は低下する。 
 

４. 最適運用シミュレーション 
４.１ シミュレーション概要 

Pythonを用いた線形計画法に基づき、水素システムの最適

運用を解く。前章のエネルギー消費量をエネルギー需要とし

て年間時刻別シミュレーションを行い、目的関数はCO2排出

量最小化とした。買電電力Ebuy、都市ガス消費量HG、CO2排

出係数 2)を用いて式（2）となる。 

𝑚 =9(𝐸!"#	 × 0.360	＋	𝐻% 	× 2.05)				(2) 

表 2 にシステム構成機器の性能と容量の設定を示す。BT、
WE、FC、MHの定格出力/容量を設定し、システムの1時間

ごとの運転スケジュールを最適化する。PV を 2000kW に固

定し、BT とFC は３段階、WE とMH は4段階の容量を設

定した。その際予備シミュレーションを行い、CO2削減率 3)

が50%以上となる容量設定とし、基準システムの機器容量構

成を[BT:200 FC:50 WE:1000 MH:30000]とした。 

表2 システム構成機器の性能と容量の設定 

図7 PV余剰電力量の頻度分布 

図8 システム導入前後のCO2排出量と再エネ化率（BT:200） 

図6 年間月別のPV余剰電力量とBPH 

図5 PV発電量と電力・熱消費量の関係 



 

 

４.２ CO2排出量と再エネ化率 4)5) 

図8に現状（水素システム未導入）、PVのみ導入、水素シ

ステム（BT200kWh）導入時48ケースの年間CO2排出量と

再エネ化率を示す。現状の CO2排出量は 782.7×103 kg/年、

PV のみ導入時のCO2削減率は 38.4%である。基準システム

導入時のCO2削減率は61.6%で、PVのみ導入時より20%以

上向上する。CO2削減率が最大となったのは容量構成[BT:400 
FC:100 WE:2000 MH:70000]で 66.4%である。再エネ化率

（電力）は機器容量増大に伴って増大するが、再エネ化率（熱）

は FC 定格出力の増大に伴って減少する。CO2排出量最小化

のため貯蔵水素がHBよりFC に優先的に供給される運用と

なり、式（2）のCO2排出係数の影響である。 
４.３ 基準システムの年間運用  
基準システムの年間運用について、図9に電力需給の年間

変動を示す。冬期は PV発電量が少なく電力需要中の買電比

率が増加する。3月以降売電が生じるのは、PV余剰電力に対

してWE定格出力が不足するためである。 
図10に月別水素製造量、FC/HBへの利用量、MH貯蔵量

の年間変動を示す。8-10 月に水素製造量が利用量を上回り、

貯蔵水素を 11-2 月に利用するシーズンシフトが確認された。

MH容量30000Nm³に対し最大貯蔵量が14053Nm³と小さい

のは、年間を通して FC 稼働率が高く水素が短期間で消費さ

れるためである。 
４.４ 電力CO2排出係数による運用方法の変化 
表3 に水素1Nm³をFC/HB に利用した場合のCO₂排出削

減量を示す。電力CO₂排出係数が0.360kg-CO2/kWhではFC
利用の削減量が大きいが、0.332 では FC と HB 利用の削減

量は同じとなる。以下、グリーン電力購入等を想定し、電力

CO₂排出係数を0.330とした試算を行った。 
表4は基準システムの電力CO₂排出係数の違いによる結果

の比較である。HB への水素優先供給により、排出係数

0.360→0.330で再エネ化率（熱）は48.9→99.6%と増大、再

エネ化率（電力）は63.9→52.5%と減少した。 
図 11 に排出係数 0.330 における月別水素製造量、FC/HB

利用量、MH貯蔵量の年間変動を示す。8-10月貯蔵、11-3月

消費のシーズンシフトがより顕著となった。0.330 では HB
優先供給となり、11 月には冬期の熱需要に備えて MH 定格

容量30000Nm3の貯蔵が発生した。 
 
５. 生産量に伴う熱需要増大の影響 
５.１ 基準システムの運用比較 
対象工場では図 3、図 4 の通り、生産動力は年間を通して

安定しているが、生産量に応じて熱需要は変化する。以下、

6-8月と11-1月の熱需要を1.5倍、2倍とした試算を行った。      
図 12 に標準時と増大時の熱需要年間変動、表 5 に基準シ

ステムの最適運用結果、図 13 にMH 貯蔵量年間変動の比較

を示す。買電量と売電量は標準時と同じであるが、都市ガス

使用量増大のため、CO₂削減率は標準時 61.6%から 1.5倍で

59.5%、2倍で57.4%に減少した。 

表3 水素1Nm3の利用により削減可能なCO2排出量 

図11 水素製造/利用量とMH貯蔵量の年間変動 

図10 水素製造/利用量とMH貯蔵量の年間変動 
（電力CO2排出係数0.360） 

図9 電力需給の年間変動 

表4 システム導入後の諸量 

表5 熱需要増大時の諸量 
図12 熱需要の年間変動（標準/増大） 

図13 熱需要増大時のMH貯蔵量 



 

 

５.２ FCを含まない水素システムの運用比較 
熱需要に対する水素の代替性を明確にするため、基準シス

テムから FC を除いた容量構成[BT:200 FC:0 WE:1000 
MH:30000]を検討した。図14に標準時の電力需給、図15に

水素製造量、FC/HB利用量、MH貯蔵量を示す。水素利用が

HBに限定され、図9と比べて3-9月の売電量は増加する。 
熱需要増大時の最適運用結果を表 6 に示す。熱需要増大に

伴い、売電量は減少し都市ガス消費量は増大する。再エネ化

率（熱）は1.5倍で91.2%、2倍で77.6%に減少するが、CO2

削減率の変化は小さい。図 16 にMH 貯蔵量の年間変動の比

較を示す。標準では 8-10 月貯蔵/11-3 月消費のシーズンシフ

トが確認された。熱需要増大により水素消費が早まり、4-5月

貯蔵/6-7 月消費のシーズンシフトも発生し、中間期→冬期と

中間期→夏期の年2回のシーズンシフトを伴う運用となる。 
 

６. 水素貯蔵時間 
4 章のシミュレーションにより得られた基準システムの時

刻別水素製造量および利用量を基に、各時刻における MH 
内の水素について、経過時間ごとの貯蔵量を算出した。なお、

水素の消費にあたっては、より新しく製造されたものから優

先的に利用するものとする。 
図 17 に、電力CO2排出係数 0.360及び 0.330 における水

素貯蔵時間/貯蔵量の年間変動を示す。いずれの場合にも、特

定の経過時間を有する水素の貯蔵量が横ばいとなる期間が見

られた。これは水素の製造量が利用量を上回り、比較的新し

く製造された水素を優先的に消費した結果、古い層の水素が

使用されずに残存し続けたことによるものである。 
排出係数 0.330 の場合、最も長時間貯蔵されていた水素は 

3月27日7:00時点で確認され、その貯蔵時間は 5877 時間

（約 8 か月）であった。エネルギーの長期貯蔵において、時

間経過に伴う水素の損失がほとんど生じない水素吸蔵合金の

有効性が示唆される結果となった。 
 
７. まとめ 
1) 対象建物の現状の電力・熱消費量とPV発電量（定格出力

1000kW/2000kW/3000kW）との関係を明らかにした。 
2) 対象工場の CO2排出量は PV 導入により 38.4%削減され

るが、水素システム[BT:200 FC:50 WE:1000 MH:30000]導入

により61.6%削減まで向上する。 
3) 電力 CO2排出係数の低下により水素の優先供給先が FC
からHB へ切り替わり、再エネ化率（熱）が増大、再エネ化

率（電力）が減少することが示された。 
4) FC を含まない構成、熱需要増大時に中間期→冬期と中間

期→夏期の年2回の水素利用のシーズンシフトが確認された。 
5) 水素貯蔵時間の分析により、水素吸蔵合金の特性を活かし

たエネルギー長期貯蔵手段としての水素の有効性が示された。 
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図16 熱需要増大時のMH貯蔵量（FCなし） 

図15 水素製造/利用量とMH貯蔵量の年間変動（FCなし） 

図14 電力需給の年間変動（FCなし） 

表6 熱需要増大時の諸量（FCなし） 

[注釈] 

1)PV発電量(kWh) =日射量(MJ/m2)×パネル総面積(m2)×変換効率×温度係数×損
失係数/3.6 
2) CO2排出係数 電力：0.360kg-CO2/kWh、ガス：2.05kg-CO2/Nm3 
3)建物の電力・熱需要を全て買電電力/都市ガスで供給する際のCO2排出量を

100%とする 
4)電力需要のうちPV発電電力(直接利用/BT放電/FC発電)が占める割合 
5)熱需要のうちHBによる供給熱量が占める割合 
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図17 水素貯蔵時間の年間変動 
（電力CO2排出係数0.360/0.330） 


